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公立病院を取り巻く現状と県立総合病院の安定経営に向けて

参考人の経歴 年 月 勤 務 場 所 及 び 役 職

昭和４６年 ４月 滋賀県八日市市消防本部 消防士

昭和４８年 ２月
国立八日市病院 事務職員 以降転勤
近畿地方医務局（現在 近畿厚生局）、国立循環器病センター、
国立泉北病院、国立京都病院、国立北潟病院

平成 ５年 ４月
近畿地方医務局 地方経営・監査指導官、総務課長補佐
（平成７年１月 兵庫県南部地震現地対策本部に勤務）

平成１２年 ４月 厚生省保険医療局（現在 厚生労働省医政局） 調査官

平成１５年 ４月
独立行政法人 国立病院機構 の事務部長として
南和歌山医療センター、京都医療センター、大阪医療センター

平成２３年１０月
以降 民間病院 事務部長として
大阪警察病院、医学研究所北野病院、第一東和会病院

平成２９年 ５月
地方独立行政法人 奈良県立病院機構 法人本部理事、
奈良県総合医療センター院長補佐・事務部長、奈良看護大学校事務長

令和 ８年 ４月 社会医療法人 弘仁会 大島病院 理事・事務長

〃 （総務省認証）地方公共団体病院事業 経営・財務アドバイザー
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公立病院を取り巻く現状と県立総合病院の安定経営に向けて

本日、お伝えする内容

◎病院の収益構造と診療報酬額の病院へのながれ

１ 公立病院を取り巻く現状

⑴県総合病院の運営について

①医療提供体制、組織と人員、費用（コスト）、意識

②経営状況【損益計算書、損益分岐点、収益関係（病床稼働、診療収入、コスト削減）、その他

⑵精神医療センターの運営について

①診療収入他

２ 今後の病院運営

①国の方針や現状 ②新たな戦術

３ 病院の安定経営について・・・５つの選択

①県が管理運営の継続 ②他の組織と統合運営

③地方独立行政法人化 ④指定管理方式 ⑤地域医療連携推進法人

※情報収集（データ）のうえ、スケジュールを定め方針決定
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病院の収益構造

病院運営

                   営利は不可

国が価格決定

保険適用外は裁量有り

収 入 ①診療報酬（保険収入、患者の自己負担）②補助金等運営費交付金
③その他（ドック健診などの自費、手数料等）

支 出 ①人件費 ②材料費 ③経費 ④減価償却費（損益計算上）

診
療
報
酬
が
財
源

専門職が機材
等で医療活動
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４月(１ケ月)の診療費

・支払基金
・国保連合会
・労災・他

レセプトと
診療意見書

５月に診療報酬請求
審査機関

保険者に
請求

保険者
（共済組合）

（協会けんぽ）
（・・組合）

（・・・市町村）

６月支払い

診察時に自己負担額
支払い

診療報酬額の病院への流れ（お金の流れ）

滋賀県立総合病院 5



公立病院を取り巻く現状と県立総合病院の安定経営に向けて
１ 公立病院を取り巻く現状

⑴経営が大変厳しい ⇒ その要因は

  ①コロナ禍後、医療情勢が変化 ⇒ 受診者減少、医療体制強化の増員

  ②働き方改革による人件費増加 ⇒ 勤務時間の管理徹底、交替勤務制による増員

  ③医療材料費の高騰 ⇒ 診療収入で賄えない、償還不可材料が高騰

  ④診療収入と費用のバランスが崩壊 ⇒ 診療報酬がマイナス改訂(本年僅か改善)

  ⑤政策医療（収益に見合わない医療）の負担が大きい

  ⑥公務員、準公務員意識がある

⑵医療従事者確保が困難 ⇒ その要因は

  ①労働内容の割に報酬が低い ⇒ 処遇が低い、魅力が無い

  ②生産年齢層の者が減少 ⇒ 医療DXT化でもヒトの手が必要

⑶医療と介護・在宅診療の分化・診療継続連携推進が遅い

  ①地域医療構想後の連携が進まない ⇒ 連携は一部のみ

（病床機能の分化は、すれども患者の診療継続連携が出来ていない）
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赤字の要因
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費用増加率と診療報酬改訂率の比較

材料費増加率 給与費増加率 診療報酬改訂率

年度・区分 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026
材料費増加率 100 118.9 127.8 140 160.2 155.3 165 168
給与費増加率 100 111.2 115.9 122 130.6 130.1 130.1 133

診療報酬改訂率 100 99.54 99.54 98.6 98.6 98.49 98.49 102.2
(医療本体) 0 0.55 0.43 0.88 3.09

(薬価) 0 -0.99 -1.35 -0.97 -0.86
(材料) 0 -0.02 -0.02 -0.02 -0.01
(計) 0 -0.46 -0.94 -0.11 2.2

診療報酬改
訂が低く、
物価高騰、
人件費の増
にリンクし
ていない

収益と費用
の差が益々
拡大してい
る
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滋賀県立総合病院の現状（公表されているデータからの視点）

⑴ 医療提供体制

①使命・任務

・救急の受入 ・要望、期待に対応(多くの専門診療科など)

②地域医療連携

・最後の砦（どのような患者も受けて当たり前）

⑵ 組織と人員

①役職と業務内容

・役職が多い ・業務委託、コンサルの活用が多い

②人材確保の仕組み、人材育成プランがない(看護師以外の職種)

⑶ 費用（コスト）

①公立病院価格から下がらない

⑷ 意識

①誰かがやってくれる

先読みと
事前対策
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１ 経営状況（７年度決算の収支から）

⑴損益計算書

滋賀県立総合病院の現状  （公表されているデータからの視点）

事業収益 24,710 

医業収益 20,550 医業収入率

入院収益 13,087 63.7 

外来収益 6,497 31.6 

その他 2,034 

医業外収益 3,926 

附帯事業収益 234 

一般会計負担金 4,211 17.0 補填割合

事業費用 26,735 

材料費 6,620 医業比率

変動費 計 6,620 32.2

給与費 11,964 58.2

委託費 2,216 10.8

設備関係費 254 1.2

経費 3,561 17.3

減価償却費 2,029 9.9

教育研修費 91 0.4

固定費 計 20,115 97.9

純損益 △  2,025 92.43経常収支率

１００円の収入を確保するのに１０８．５円の費用負担と
なっている
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滋
賀
県
立
総
合
病
院
の
現
状

黒字経営にするには

１.医業収益を26,735百万円の
確保が必要

２.現在の繰入金(42億円)を
更に54億円追加が必要

３.変動費（材料費等）の削減
を行い、かつ、診療収益の増加
が必要
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繰入金を加えた売上損益分岐点
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１.収益関係

⑴病床稼働（R７年度決算から）

①稼働率67.3%

⇒病床数588床に対し約400床が稼働(188床が空床)

※稼働が低すぎるため運用病床(3つの病棟)を減じて、

人件費を削減する

※小児科病床の季節的変動を女性病床に利用する

※在院日数の短縮により病床回転が速く、

必要病床数の見直しが必要(スリム化)

※新規入院患者数が少なく運用病床に空床が生じている

※入退院ベットコントロールが必要

（効率的病床の運用が必要）

滋賀県立総合病院の現状と対策（直近の検討と対策）

年度・事項 ７年度 ６年度 増減(7-6)

入院延べ患者数 155,782 159,164 -3,382

病床稼働率(率) 67.3 68.7 -1.4

外来患者数 258,950 254,568 4,382
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⑵入院一日当たり診療収入

①入院 84,009円

・手術増加（何が）可能なら増進させる

②DPCⅡの期間内に入院期間を収める

・疾患ごとの退院コントロールを進める

③施設基準の上位取得を見直す

⑶外来一日当り診療収入

①外来 25,088円

・救急患者の増 ⇒ 入院率(救急からの入院数を50%以上とする)

・がん化学療法（想定）⇒ 抗がん剤の低額購入により薬価との差益を増加させる

②外来に係るマンパワーと入院とのバランスが必要

・外来の負担が大きいと入院パワーに影響する

⑷新たな対応

①訪問診療、訪問看護のニーズ増加に対応する体制を構築すること

高齢化により、在宅医療が増大する（往診、看取りなど自病院なのか連携で対応するかの整理）

滋賀県立総合病院の現状と対策（直近の検討と対策）

年度・事項 ７年度 ６年度 増減(7-6)

入院単価 84,009 83,016 993 

外来単価 25,088 24,012 1,076 
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２.コスト削減

⑴組織の見直し（役職者）・・・人件費削減

①総長(病院事業庁長と兼務)、副院長、院長補佐、特命院長補佐の必要性が不明確

・病院長は、病院運営の管理者の位置づけ、総長は複数機関の総括者の位置づけで、総合病院と

精神医療センタ―の両方を統括する立場であれば総長は必要です

・副院長、院長補佐、特命院長補佐は兼務で可能です。
※ 滋賀県病院事業庁組織規程では

(総合病院の職およびその職務)

第11条 総合病院に総長、病院長、副院長、院長補佐および会計年度任用職員(第7項に規定する者を除く。第6項において同じ。)を置く。

2 総合病院の総長は、総合病院の事務を掌理し、所属職員を指揮監督する。

3 総合病院の病院長は、総長の命を受け、総合病院の局、室、科、部およびセンターの事務を掌理する。

4 総合病院の副院長は、病院長を助け、科、部およびセンターの事務を整理する。

5 総合病院の院長補佐は、病院長を助け、病院長が指定する事務を整理する。

6 総合病院の会計年度任用職員は、総長が指定する業務に従事する。

7 次の表の左欄に掲げる総合病院の組織にそれぞれ当該中欄に掲げる職を置き、その職にある者は、それぞれ上司の命を受けて当該右欄に掲げる職務を行うものとする。

(精神医療センターの職およびその職務)

第12条 精神医療センターに病院長および次長を置く。

2 精神医療センターの病院長は、精神医療センターの事務を掌理し、所属職員を指揮監督する。

3 精神医療センターの次長は、病院長を助け、精神医療センターの事務のうち病院長が指定する事務を整理する。

4 必要があるときは、精神医療センターに副院長または院長補佐を置く。

5 精神医療センターの副院長は、病院長を助け、精神医療センターの事務を整理する。

6 精神医療センターの院長補佐は、病院長を助け、病院長が指定する事務を整理する。

7 次の表の左欄に掲げる精神医療センターの組織にそれぞれ当該中欄に掲げる職を置き、その職にある者は、それぞれ上司の命を受けて当該右欄に掲げる職務を行うものとする。

滋賀県立総合病院の現状と対策（直近の検討と対策）
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現在の組織図と提案組織図
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病院

病院長

副院長

院長補佐

特命院長補佐

事務局 看護部 診療部
中央診療
センター

がんセン
ター

リハビリ
センター

こども医療
センター

臨床研究
センター

緩和ケア
センター

病院長

次長

事務局 診療部 診療局
地域生活支

援部

総合病院

精神医療
センター

総長
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総長は、複数の組織体の総括
管理者の位置づけ

提案
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⑵費用削減

①医薬品費・診療材料費削減のためのコンサルタントは必要としない

・自病院職員による価格低減策と価格交渉が必要（コンサル費用削減）

・価格低減の成功報酬を負担し、真に有効なのか

②診療科別原価計算の必要性

・原価計算明確になっても当該診療科の停止、廃止が可能か

・詳細な計算の必要ない、診療科別収益と診療科医師の人件費で明確化

⑶大学との共同購入

①大学と総合病院との双方の安価価格での購入は、困難であり、民間や公的を

含めた全国組織の共同購入を推奨する

NHA（日本ホスピタルアライアンス）

滋賀県立総合病院の現状と対策（直近の検討と対策）
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３.その他

⑴診療科の見直し

（ 現 在 ）

滋賀県立総合病院の現状と対策（直近の検討と対策）

患者数と収益から地域医療機関
との診療科統合が必要

全てのニーズに応じるには限界があ
り、見直す時期が到来している
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滋賀県立総合病院の現状と対策（直近の検討と対策）

⑵ 患者の移動改善が必要

・駐車場から本館正面玄関まで距離が遠い
・駐車場から本館東入口が近いが、開放に時間制限

・雨天もあり、屋根付き通路が必要
（要 検討）
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１ 診療収入等

⑴入院患者数は、前年より減、診療単価は増加するも5千7百万円の減となっている

①精神と一般疾患合併症の患者の受入推進が必要（精神救急の受入など）

②稼働率が低下傾向であり、病床の公立的運営が必要

⑵外来患者数、診療単価も減となり、前年より2千百万円の収益減となっている

①総合病院との患者の連携推進が必要

・精神合併症患者の診療など

②近隣病院の精神科疾患患者の受入推進が必要

精神医療センターの現状と対策（直近の検討と対策）

年度・事項 ７年度 ６年度 増減(7-6)

入院延べ患者数 30,991 32,999 -2,008

病床稼働率(率) 69.0 73.5 -4.5

外来患者数 21,304 21,936 -632

年度・事項 ７年度 ６年度 増減(7-6)

入院単価 28,653 28,056 597 

外来単価 7,707 8,452 -745 
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国の対策は（病院への対応）
1 地域毎の高度急性期・急性期・
回復期・慢性期の４機能ごとに
医療需要と病床の必要量を
推計して個々の医療機関の
方向性を調整

２ 急性期から回復期・慢性期へ
の患者の流れの策は、下り搬
送として診療報酬で誘導

３ 病院の機能分化の先の継続診
療連携となる在宅医療等の繋
ぎの政策は都道府県の役割

４ 診療継続連携(急性期⇒回復
期・慢性期⇒在宅医療への
連携推進は、各病院任せ

５ 地域医療連携推進法人、連携
協議会は、地域ごとに必要

出典 : 厚生労働省
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地域医療構想と医療計画

※将来の方向性と必要
病床数の推計

①新地域医療構想は、
医療機関の機能分化・
連携の協議
②病床の機能分化・連
携の協議
③第９次医療計画に
リンクさせる

出典 第１回地域医療構想及び医療計画等
に関する検討会資料
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厚生労働省としては

出典 厚生労働省
2040年頃の医療を
とりまく状況と
課題
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厚生労働省としては

出典 厚生労働省
2040年頃の医療を
とりまく状況と
課題
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厚生労働省としては

出典 厚生労働省
2040年頃の医療を
とりまく状況と
課題

23



今後の病院運営(経営) 新たな戦術⇒スマート経営

◎ 対応 ⇒ 古い考え方や手法に捉われず新たな戦術をとる。

1)経営分析（指標…データ分析）

①患者数 ②診療単価 ③病床稼働率 ④平均在院日数等の指標の可視化

②人の配置(労働力・人工)と人件費（費用対効果）

③＋αの分析・・・何を視点に、何が一番ポイント

④誰もが理解できる目標（それは何か）⇒ 簡単な数値

⑤実績に基づき一番収支バランがベスト⇒そのベストは何がポイントか

⑥診療機能によりベストバランスは異なる

2)収益

①単価×患者数を増加させる

②回転数を上げる 患者の循環サイクルが必要

③リピートを増やす
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患者の循環サイクルを仕掛ける

回復期病院

在宅医療・看護

高度急性期病院
包括ケア病院
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急性期

病院

回復期
病院

クリニック

在 宅

介護施設

慢性期

病院

患者A

患者D

患者B

患者C

患者F

患者E

患者F

医療・介護の診療継続連携

患者G

患者の循環サイクルを仕掛ける

３)患者の連携診療による循環サイクル
各施設が役割分担して連携推進
①診療科及び機能分担

(棲み分け、紹介・逆紹介の強化)
②転院・移送調整
③継続診療のルール

⇒協議会等設置
・患者情報の共有
・医療者の知識・技術の研修等

④新たな連携医療・継続医療（存続医療）
・地域医療連携推進法人化
・病院の統合

(病床の有効活用、診療機能の強化)
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診療継続連携の実例(救急医療ネットワーク例示)

三次救急

搬
送
救
急
車

高度医療総合病院

連
携
病
院

高度医療（救命救急）を受けた患者さんが一命をとりとめ回復されると、総合病院と連携する
病院に転院いただき、次の救命を必要とする患者さんの受入れ可能となる救急医療ネットワーク。
近隣病院がネットワークに加入し、連携を図ることが重要。（①→②→③）

①

②

③

二
次
救
急
病
院
・
慢
性
期
病
院
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医療機関の診療継続連携（例示）

◎総合病院で、心臓血管外科手術を実施、一定の回復となれば連携病院へ転院して

リハビリ等の治療を継続する

①双方の医師が、病院を訪問し患者と面談して継続診療を実施

術前、術後、退院後の継続治療、定期検査によるフォローなど

②診療機能分担が図られ、次の患者に対しての手術が迅速に実施可能。

継続
診療連携

総合病院 NK病院

A医師
A医師

NK病院医師 NK病院医師
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県立総合病院の安定経営に向けて

１.今後の安定経営の検討

⑴現状の県立運営

①繰入金の増額により運営（赤字補填）⇒ 先行き継続可能か

②病院運営に必要な専門職の人材確保対策が必要⇒看護学校との連携など

⑵地方独立行政法人への移行による運営

①知事、議会の理解と承認が必要

②移行にかかる様々な調整が必要(職員の退職金の清算整理方法など)

⑶指定管理方式による運営

 ①知事、議会の理解と承認が必要

 ②管理運営を受託する者の選定が必要

⑷他の組織(設置)病院との統合運営

 ①相当の時間を要する

⑸地域医療連携推進法人による運営・・・組織的には大きな変化はない
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１ 現状の県立病院として運営を継続する

①収益確保の抜本的見直しが必要

・診療科見直し⇒費用対効果の観点からの整理(廃止、統合、連携)

・入院経路分析⇒地域性、救急・外来・紹介データによる戦略

②人件費の減

・組織・人員配置体制の見直し、効率的業務処理、医療DX(RPAなど)の活用

③コスト削減

・材料、薬剤の購入 ⇒ 新たな競争契約を活用する(プロポーザル方式など)

（契約が継続か継続不可になる競争が必要）

④委託業務の見直し

・業務委託の人工の検証（必要人員の確認と検証）

・業者コンサルタントは、活用しない

県立総合病院の安定経営に向けて
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２ 地方独立行政法人としての運営

法的制度等

地方独立行政法人法による通則から

(1)目的

公共上(病院・研究所など)確実に実施され､必要な事業で､民間では出来ない

虞があるものを効率的・効果的に行う事を目的とする

☆効果

①経営の責任と権限が明白になる

②機動性、弾力性が向上する(理事会マター)

③地方自治法・地方公務員法などの縛り、首長・議会の事前関与・統制が

極小化される

④理事長の自己責任が徹底される

県立総合病院の安定経営に向けて
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(２)自主性及び主体的について

①設立団体(県等)による職員定数の制約なく医療制度改革など迅速

に対応した人材確保が可能

※増員は、独法本部の管理運営状況により判断される

②業務実績に応じた独自の給与制度、予算科目や年度に縛られない

契約や予算運用が可能となる

※以上により機動的に運営できる

③設立団体(県等)が担う政策医療を行うも独法法人自体による

自主性を持って主体的に行うことが可能

※運営責任は地方独法に有る

県立総合病院の安定経営に向けて
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（３）地方独立行政法人のメリット・効果

※自主的、主体的に実施すること可能
１ 優秀な人材の確保
２ 処遇(給与規定)は独法で規程
３ 医療提供は、中期計画で定める

・PDCAサイクルによる改善
・年次目標と計画により推進

◎結果は、外部評価委員会で確認
４ 予算執行の弾力化

・単年度予算に縛られない
・コスト削減(契約の弾力化)

１ 良質な医療の提供

・高度医療(がんゲノム等)

２ 地域医療の貢献

・医師の派遣

・救急医療

３ 経営形態

・職員の帰属意識高揚

・収支相償

県立総合病院の安定経営に向けて
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地方独法と指定管理について

３ 指定管理方式による運営

⑴建物を活用し、病院運営を委託する（設置者は県）

①三方良しの観点から比較する

三方 地方独法 指定管理

患者(買い手) 設立団体が担う政策医療を提供する
①設立団体が担う政策医療は、それなり
の資金提供に応じ提供する

職員(売り手)
①準公務員と同様に全体の奉仕者との理念
実現の活動
②処遇継続には比較的影響が少ない

①民間と同様に経営的観点から地域への
貢献活動
②労働条件が大きく変更となり、労使交
渉による調整が必要

地域(世間) 地域と共に活動 経営的観点から地域と共に活動
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地方独法と指定管理について

区 分 地方独法 指定管理

経 営

①不採算医療も実施することとなり、収支
に影響が生じる

②マイナー診療科は、収益悪化となり地域
での診療科集約が必要

③収支改善策等は、法人理事会で迅速に
実施可能

①不採算医療及び指定管理契約以外は、 
別途補助金等を負担することになる

②不採算医療は、極力担わない運営と
なる (がん治療の高額薬品費の負担等)

③指定管理の委託組織により判断され、
迅速さはない

協議会
①自治体病院協議会と地方独法病院協議会

の両方に加入可能となる
①指定管理の委託組織内での活動となる

情報共有
①協議会による情報共有、人材育成ができる
(地方独法病院事務責任者会議など)

①指定管理の委託組織内での活動となる
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公立病院を取り巻く現状と県立総合病院の安定経営に向けて

４ 病院統合

⑴目的、必要事由を明確に設定すること

①なぜ、統合が必要なのか ⇒

将来予測から医療需要を踏まえて

②時期を明確に ⇒

今なのか、今、取り組むベストな時期

③統合の結果、具体的にどう変化するのか

④誰が、どのように進めるのか ⇒

具体的計画を明確にする

⑵関係者とのすり合わせ

①水面下で双方が条件と課題を抽出し、調整してまとめる

②基本構想（診療機能、場所、時期）

統合事例
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５地域医療連携推進法人として運営



地域医療連携推進法人について

１.目的

⑴ 地域医療機関相互間の診療機能分担と連携を図り、質の高い医療を効率的に提供すること。

⑵ 連携推進医療機関の経営改善に大きな効果を導き出すこと。

⑶ 連携推進の医療機関が、「協創」し、医療から地域の「町つくり」に繋げていくこと。

２.連携推進医療機関について

・公立、民間の医療機関で構成する（クリニック、介護施設も可能）

３. 法人化メリット

⑴高度急性期、急性期、回復・慢性期医療など各病院の診療機能を発揮し、シームレスな医療が展開できる

①法人内の病院間で、病床の付け替えが可能 ②今まで以上の顔の見える関係が構築される

③各病院の専門性が発揮される ④患者のメリットなど３方良しになる

⑵人事交流や研修など柔軟に行える

①診療科の連携により働き方改革にかかる対応策が推進する

②業務処理の効率化、処理能力の向上に繋がる

⑶医薬品など資材等の共同購入が可能となる

①経費削減効果が見込める ②共同利用が促進される
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◎まとめ

１現状

・公的病院の使命（ニーズ）に応えるため一生懸命に活動をされるも収支は赤字

２安定経営に向けて

⑴先ずは、収支改善策を進める ①患者確保対策(効率的病床運営）

②診療単価の増加策 ③コスト削減策 ④先を見据えた体制（訪問診療など）

⑤真に必要な診療内容の見直し（必要性と収支の観点からの整理、地域調整）

⑵今後の運営形態の検討が必要

①県立として運営管理（繰入金が増加傾向）

②地方独立行政法人に移行（自主的、主体的運営、政策医療分の補填必要）

③指定管理制度の活用（担う者の選定、政策医療分の補助必要）

④地域医療連携推進法人として運営（地域医療機関との連携強化運営）

３検討 スケジュールを定め情報(データ)収集のうえ方針決定が必要

公立病院を取り巻く現状と県立総合病院の安定経営に向けて
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公立病院を取り巻く現状と県立総合病院の安定経営に向けて

( メモ )
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